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Abstract
This paper examines the significance and limitations of multicultural interpretation and operation of the seal 
requirement for valid will. While the rules of making a will vary from country to country, holographic will must be 
written by the testator with the date of the will and the name of the testator and must have his or her seal on it in 
Japan. Among these requirements, seal requirement is peculiar to the Japanese Law.
According to the supreme court of Japan, one of the grounds of this requirement is that the national practice or the 
legal sense to require the seal to guarantee the completion of the document. However, such national practice is not 
strictly applied in everyday life: some put their thumbprints on the will instead of their seals, and others write their 
signatures “to guarantee the completion of the document”. It is often the case that they simply follow their local [or 
foreign] customs. 
In short, Seal requirement for valid will in Japan is rather monocultural. Accordingly, flexible interpretation and 














































































2．1．民法 968 条 1項の押印要件
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として、署名の押印要件該当性を肯定したのである。
次に、指印が「押印」に当たるかについて、最判平成





























する最判平成 28 年 6 月 3 日民集 70 巻 5 号 1263 頁で、
最高裁は、「花押を書くことは、印章による押印とは異
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3．2．押印要件の単一文化主義的機能と判例による多文
化主義的配慮











































































なる（法適用通則法 36 条、37 条、38 条等参照）。特に
遺言の方式については、「遺言の方式に関する法律の抵
触に関するハーグ条約」の批准に伴って、「遺言の方式








































































































































































































































1938）66 頁、滝沢聿代「判批」法協 93 巻 5 号（1976）211 頁、
中川善之助・泉久雄『相続法〔第四版〕　法律学全集 24』（有
斐閣、2000）520 頁、野村豊弘「判批」セレクト 1989（法
教 113 号別冊付録）26 頁等）、要式を遵守していない遺言を
－ 40 －








8  法制審議会民法（相続関係）部会「部会資料 5」5 頁。この案
は、署名のみで行われる取引の増加や、押印要件を緩和する
解釈が最近の判例でもとられていることを根拠としていた。




続関係）部会第 5 回会議議事録」26 頁〔増田委員発言〕）が
出されたこともあり、押印を一律に不要とする考え方は採用
されなかった。この点、増田発言の内容については、最判昭












①浦和地判昭和 58 年 8 月 29 日判タ 510 号 139 頁、②新潟地
長岡支判昭和 61 年 7 月 17 日判時 1207 号 110 頁、③名古屋
地判昭和 62 年 7 月 20 日判時 1259 号 77 頁がある。一方で、
これを否定したものとしては、④東京高判昭和 62 年 5 月 27
日高民集 40 巻 1 号 38 頁（②の控訴審）、⑤名古屋高判昭和
63 年 4 月 28 日判時 1294 号 41 頁（③の控訴審）がある。本
判決は、これらを統一したものである。
12 最高裁では、本判決以後、同趣旨の判決が二件出されている。
最判平成元年 6 月 20 日（上記④判決の上告審）及び最判平































日本の各地の大規模な慣習調査（その成果は、1877 年 5 月



























































































ジュリスト 1163 号（1999）122 頁以下、1165 号（1999）96
頁以下、同「アイヌ民族の民法問題（上）（下）―所有権の
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